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前回定例会（平成２３年９月７日）以降の主な動き

平成２３年１０月５日

資源エネルギー庁

柏崎刈羽地域担当官事務所

【原子力発電に係るシンポジウム等】

【９月３０日】原子力発電に係るシンポジウム等についての第三者調査委員会

の最終報告書の公表（経済産業省）

【１０月４日】原子力発電に係るシンポジウム等の不適切な運用に関する今後

の対応方針について（経済産業省）

【原子力・エネルギー政策の見直し等】

 革新的エネルギー・環境戦略（事務局は内閣官房国家戦略局）

【１０月３日】第３回エネルギー・環境会議

（参考）

・「政策推進指針」（5 月 17 日閣議決定）において、新成長戦略実現会議で「革新的エネル

ギー・環境戦略」の検討を決定。革新的エネルギー・環境戦略を検討するに当たり、新

成長戦略実現会議（内閣総理大臣が議長）の下に分科会として、国家戦略担当大臣を議

長として「エネルギー・環境会議」を開催

・7 月 29 日に開催された第 2 回エネルギー・環境会議で「革新的エネルギー・環境戦略」

策定に向けた中間的な整理を実施済み

 原子力政策大綱（原子力基本法に基づく。事務局は内閣府原子力委員会）

【９月２７日】第６回原子力政策大綱策定会議

・東京電力福島原子力発電所事故以降の原子力を取り巻く状況に

ついて

【１０月３日】第７回原子力政策大綱策定会議

・再開後の新大綱策定会議において議論すべき点について

・原子力発電の安全性について

（参考）

・8 月 30 日、原子力委員会は「原子力政策大綱」の見直し作業の再開を決定

 エネルギー基本計画（エネルギー政策基本法に基づく。事務局は経済産業省

資源エネルギー庁）

【１０月３日】総合資源エネルギー調査会第 1回基本問題委員会
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・エネルギー基本計画の見直しについて

（参考）

・会議はインターネットライブ中継が行われる

【賠償】

 原子力損害賠償支援機構

【９月１２日】原子力損害賠償支援機構設立

【９月２６日】原子力損害賠償支援機構開所

 原子力損害賠償紛争審査会

【９月１３日】原子力損害賠償紛争解決センター福島（郡山市）事務所開設

（参考）

・8 月 29 日、原子力損害賠償紛争解決センターを開設

【除染】

【９月９日】「東日本大震災復旧・復興予備費」使用を閣議決定（「除染に関す

る緊急実施基本方針」（8月 26 日）を踏まえ、除染事業を早急に着手できるよ

う、当面除染に必要な予算として、復旧・復興予備費から約 2,200 億円を措

置）

（参考）

・内閣官房に放射性物質汚染対策室が設置され、現地には 8月 24 日「福島除染推進チーム」

が発足

【事故原因の調査】

【９月３０日】東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法の成立

（参考）

・5 月 24 日、東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会の開催（閣議決定）

【その他】

【９月２８日】「東北地方地平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専

門調査会報告」（中央防災会議、東北地方地平洋沖地震を教訓とした地震・津

波対策に関する専門調査会）

【９月３０日】原子力災害対策特別措置法に基づく「緊急時避難準備区域」の

解除（原子力災害対策本部）

【１０月３日】「東京電力に関する経営・財務調査委員会」による報告書の提出














































































